
（財務省及び国土交通省所管）

5 財政投融資特別会計

　この会計は、｢財政融資資金法｣(昭 26法 100)に基づいて設置された財政融資資金の運用並びに
産業の開発及び貿易の振興のために国の財政資金をもって行う投資に関する経理を明確にするた
め、｢特別会計に関する法律｣(平 19法 23。以下｢法｣という。)第 2条第 1項第 4号の規定により設
置されたものであり、財政融資資金勘定及び投資勘定に区分されている。
　また、庁舎等その他の施設の用に供する特定の国有財産(公共用財産等及び他の特別会計に属す
るものを除く。）の使用の効率化と配置の適正化を図るために定められる特定国有財産整備計画の実
施による特定の国有財産の取得及び処分に関する経理を行うために設けられた特定国有財産整備特
別会計が平成 21年度末をもって廃止されたことに伴い、平成 21年度末までに策定されていた事業
で未完了のものについては、当該事業が完了する年度までの間、経過的に設置された特定国有財産
整備勘定で経理を行うこととされており、未完了事業完了後の残余財産は、一般会計に承継するこ
ととされている。

（ 1）　財政融資資金勘定
　この勘定は、財政融資資金の運用に関する経理を行うものである。

（Ⅰ）　歳入歳出決算の概要

歳　　　　　入
運 用 利 殖 金 収 入 619,525,670
公 債 金 9,490,694,844
財 政 融 資 資 金 よ り 受 入 12,856,614,592
積 立 金 よ り 受 入 ―
雑 収 入 16,844,363

計 22,983,679,470

（単位　千円）
歳　　　　　出

財 政 融 資 資 金 へ 繰 入 9,490,694,844
事 務 取 扱 費 7,001,359
諸 支 出 金 163,977,069
公債等事務取扱費一般会計へ
繰入 38,727

国債整理基金特別会計へ繰入 13,299,453,325
予 備 費 ―

計 22,961,165,326

積立金として積み立てる額 22,514,143

（歳　　　入）
　　令和 6年度における歳入予算額は 23,083,213,951千円
　であって、その内訳は
　　当初予算額 25,896,942,463千円
　　予算補正追加額 1,201,443千円

（　　）

　　予算補正修正減少額 2,814,929,955千円
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であり、予算補正追加額は、法第 62条第 1項の規定により発行する財政融資資金への繰入れの財
源に充てるための公債に係る経過利子の見込額等の増加を補正追加したものであり、予算補正
修正減少額は、法第 64条第 2項の規定による財政融資資金からの受入見込額等を修正減少したも
のである。
　　この予算額に対し
　　収納済歳入額は 22,983,679,470千円
　であって、差引き 99,534,480千円
の減少となった。これは貸付金の平均残高が予定を下回ったこと等により、利子収入が少なかっ
たこと等のためである。
　　本年度における収納済歳入額等を項別に示せば、次のとおりである。

（単位　千円）

項 歳入予算額 収納済歳入額 歳入予算額と収納
済歳入額との差　

歳入予算額に
対する収納済
歳入額の割合

（％）

運 用 利 殖 金 収 入 677,528,487 619,525,670 58,002,816 91
公 債 金 9,500,000,000 9,490,694,844 9,305,155 99
財政融資資金より受入 12,856,614,592 12,856,614,592 1000
積 立 金 よ り 受 入 18,648,784 ― 18,648,784 ―
雑 収 入 30,422,088 16,844,363    13,577,724 55

計 23,083,213,951 22,983,679,470 99

（歳　　　出）
　　令和 6年度における歳出予算現額は 23,083,280,677千円

　　歳出予算額 23,083,213,951千円
　　　当初予算額 25,896,942,463千円

予算補正追加額 68,630千円
　　　予算補正修正減少額 2,813,797,142千円

であり、予算補正追加額は、国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策(以下｢経済
対策｣という｡)の一環として行う政府職員の賃上げ環境の整備に必要な経費を補正追加したもの
であり、予算補正修正減少額は、国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な既定予算の不用額等を
修正減少したものである。
　　この予算現額に対し
　　支出済歳出額は 22,961,165,326千円
　　不用額は 122,115,350千円

（　　）

であって、その内訳は

　　前年度繰越額 66,726千円

であって、不用額は、諸支出金において、利率の改定があったこと及び平均残高が予定を下回っ
たことにより、預託金利子を要することが少なかったこと等のため生じたものである。
　本年度における支出済歳出額等を項別に示せば、次のとおりである。

 99,534,480
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（単位　千円）

項 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不　用　額
歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　 （％）

財政融資資金へ繰入 9,500,000,000 9,500,000,000 9,490,694,844 ― 99
事 務 取 扱 費
諸 支 出 金
公債等事務取扱費一
般会計へ繰入
国債整理基金特別会
計へ繰入
予 備 費

計 23,083,213,951 23,083,280,677 22,961,165,326 ― 122,115,350 99

（Ⅱ）　経費の概要及び事業実績
（ 1） 令和 2年度から令和 6年度までの各年度における預託金の増( )減状況は、次のとおりであ
る。

（単位　千円）

区　　　　　　　分 2　年　度 3　年　度 4　年　度 5　年　度
特 別 会 計 預 託 金
資 金 預 託 金
共 済 組 合 預 託 金
そ の 他 預 託 金

計

 1,896,702,870
1,224,964,194

311,887,682
1,473,030,000

1,960,524,746

483,199,259
   125,137,623
   361,189,907
3,716,900,000

3,713,771,728

1,700,740,365
106,841,551

   172,008,307
1,360,200,000

2,995,773,610

   711,568,931
4,245,539,500

152,500,000
957,600,000

2,423,870,569

   1,199,247,506
776,822,204
149,153,893

1,489,000,000

3,614,223,604

（ 2） 令和 2年度から令和 6年度までの各年度における財政融資資金の長期運用計画に係る運用
実績は、次のとおりである。

（単位　千円）

区　　　　　　　分 2　年　度 3　年　度 4　年　度 5　年　度

6　年　度

6　年　度
特 別 会 計 63,500,379
政 府 関 係 機 関 15,260,172,380
独 立 行 政 法 人 等 6,197,834,193
地 方 公 共 団 体 3,029,586,941

計 24,551,093,893

84,983,794
2,456,119,000
7,704,490,266
3,724,919,997

13,970,513,057

156,862,703
2,750,786,000
7,128,730,357
2,910,778,818

12,947,157,878

124,674,158
3,226,500,000
1,805,987,023
2,825,074,799

7,982,235,980

71,391,632
2,768,360,000
2,257,832,058
2,858,886,156

7,956,469,846

（　　）

9,305,155
7,379,871 7,446,597 7,001,359 ― 94445,237

231,974,281 231,974,281 163,977,069 ― 7067,997,211

45,564 45,564 38,727 ― 846,836

13,343,764,235 13,343,764,235 13,299,453,325 ― 9944,310,909

50,000 50,000 ― ― ―50,000

（ 3）　損　　　　　益
　　本年度における損益計算上の総利益は 648,292,308千円
　であって、総損失は 687,384,674千円
　であるので、差引き 39,092,366千円
　の損失を生じた。
　　この損失は、法第 56条第 1項の規定により翌年度に繰り越して整理することとした。

（ 2）　投　資　勘　定
　この勘定は、産業の開発及び貿易の振興のために国の財政資金をもって行う投資に関する経理を
行うものである。
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（Ⅰ）　歳入歳出決算の概要

歳　　　　　入
償 還 金 収 入 22,457,440
利 子 収 入 670,375
納 付 金 62,016,205
配 当 金 収 入 326,962,478
出 資 回 収 金 収 入 102,483,755

株 式 売 払 収 入 20,337,740

雑 収 入 941
前 年 度 剰 余 金 受 入 333,639,437

計 868,568,374

（単位　千円）
歳　　　　　出

産 業 投 資 支 出 402,549,939
事 務 取 扱 費 530,093
一　般　会　計　へ　繰　入 30,535,852
地方公共団体金融機構納付金
収入交付税及び譲与税配付金
特別会計へ繰入

30,000,000

国債整理基金特別会計へ繰入 ―
予 備 費 ―

計 463,615,885

翌年度の歳入に繰り入れる額 404,952,489

（歳　　　入）
　　令和 6 年度における歳入予算額は 823,354,589 千円
　であって、その内訳は
　　当初予算額 736,218,929 千円
　　予算補正追加額 287,135,660 千円
　　予算補正修正減少額 200,000,000 千円

であり、予算補正追加額は、法第 8 条第1項の規定による前年度の決算上の剰余金の増加額等
を補正追加したものであり、予算補正修正減少額は、｢地方公共団体金融機構法｣(平 19 法 64)
附則第 14 条の規定により地方公共団体金融機構から納付される納付金の受入見込額を修正減少
したものである。

　　この予算額に対し
　　収納済歳入額は 868,568,374 千円
　であって、差引き 45,213,785 千円

の増加となった。これは株式の売払いがあったこと等のためである。
　本年度における収納済歳入額等を項別に示せば、次のとおりである。

（　　）

（単位　千円）

項 歳入予算額 収納済歳入額 歳入予算額と収納
済歳入額との差　

歳入予算額に
対する収納済
歳入額の割合

（％）

償 還 金 収 入 22,457,440
利 子 収 入 428,605
納 付 金 62,016,203
配 当 金 収 入 314,029,140

雑 収 入 10
前 年 度 剰 余 金 受 入 321,939,437

計 823,354,589

22,457,440
670,375

62,016,205
326,962,478

941
333,639,437

868,568,374

0 
241,770

2
12,933,338

931
11,700,000

45,213,785

100
156
100
104

出 資 回 収 金 収 入 102,483,754 102,483,755 1 100
9,411

103

105

株 式 売 払 収 入 ̶ 20,337,740 20,337,740 ̶
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（歳　　　出）
　　令和 6 年度における歳出予算現額は 578,418,929 千円
　であって、その内訳は
　　歳出予算額 566,718,929 千円
　　　当初予算額 736,218,929 千円

予算補正追加額 30,500,000 千円
　　　予算補正修正減少額 200,000,000 千円
　　前年度繰越額 11,700,000 千円

であり、予算補正追加額は、経済対策の一環として、イノベーションを牽引するスタートアッ
プを支援するため株式会社産業革新投資機構が行う地方のスタートアップへのリスクマネー供
給の拡大に要する資金に充てるための出資等を補正追加したものであり、予算補正修正減少額は、
地方公共団体金融機構納付金収入交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰入れに必要な既定予算の
不用額を修正減少したものである。

（　　）

　　この予算現額に対し
　　支出済歳出額は 463,615,885 千円
　　翌年度繰越額は 39,000,000 千円
　　不用額は 75,803,043 千円

であって、翌年度繰越額は、出資金において、計画に関する諸条件により事業の実施に不測の日
数を要したため、年度内に支出を終わらなかったことによるものであり、不用額は、産業投資支
出において、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構出資金及び株式会社脱炭素化支援機構出
資金が予定を下回ったこと等により、出資金を要することが少なかったこと等のため生じたもの
である。

　　本年度における支出済歳出額等を項別に示せば、次のとおりである。
（単位　千円）

項 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不　用　額
歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　 （％）

産　業　投　資　支　出
出 資 金  505,200,000

事　務　取　扱　費  882,932
一 般 会 計 へ 繰 入   30,535,852
地方公共団体金融機
構納付金収入交付税
及び譲与税配付金特
別会計へ繰入

 30,000,000

国債整理基金特別会
計へ繰入  145

予 備 費 100,000

計  566,718,929

 516,900,000
 882,932

 30,535,852

 30,000,000

 145

100,000

 578,418,929

 402,549,939
 530,093

 30,535,852

 30,000,000

―
―

 463,615,885

 39,000,000
―
―

―

―
―

 39,000,000

 75,350,060
 352,838

―

―

 145

100,000

 75,803,043

 77
60

100

100

―
―
80
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（Ⅱ）　経費の概要及び事業実績
（ 1 ）　本年度における投融資実績等は、次のとおりである。

（イ） 投 融 資 実 績 等

（　　）

（単位　千円）

投 融 資 先 投融資額 現在額 投 融 資 先 投融資額 現在額予　定 実　績 予　定 実　績
（ 貸　 付　　 金 ） 株式会社脱炭素化支

援機構
株式会社日本政策投
資銀行

株式会社海外需要開
拓支援機構
株式会社海外交通・
都市開発事業支援機
構
株式会社海外通信・
放送・郵便事業支援
機構
そ の 他

25,000,000

95,000,000

9,000,000

29,900,000

36,000,000

―

7,000,000

95,000,000

9,000,000

8,700,000

25,000,000

―

25,050,000

2,259,952,464

株式会社産業革新投
資機構 90,500,000 90,499,939 457,499,907

132,600,000

278,700,000

112,042,000

516,900,000 402,549,939 7,415,516,743
516,900,000 402,549,939 7,436,136,343

1,518,962,474

株式会社日本政策金
融公庫 ― ― 3,792,100

株式会社商工組合中
央金庫 ― ― 16,827,500

小 計 ― ― 20,619,600
（ 出　 資　　 金 ）
沖縄振興開発金融公
庫 100,000

50,000

株式会社国際協力銀
行
独立行政法人鉄道建
設・運輸施設整備支
援機構

2,000,000 50,488,320

小 計
合 計

7,000,000 12,814,750

121,000,000126,000,000 2,162,800,000

独立行政法人エネル
ギー・金属鉱物資源
機構

96,500,000 46,200,000 404,606,826

（ロ）　投融資先事業実施状況
（ａ） 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構は、出資金 50,000 千円を受け入れること

により、流通業務総合効率化事業を行った。
（ｂ） 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構は、出資金 46,200,000 千円を受け入れるこ

とにより、天然ガス資源開発支援事業を行った。
　　（ｃ）  株式会社脱炭素化支援機構は、出資金 7,000,000 千円を受け入れることにより、対象事

業支援事業を行った。
（ｄ） 株式会社日本政策投資銀行は、出資金 95,000,000 千円を受け入れることにより、特定投

資業務による出資等を行った。
（ｅ） 株式会社産業革新投資機構は、出資金 90,499,939 千円を受け入れることにより、特定事

業活動支援事業を行った。
（ｆ） 株式会社海外需要開拓支援機構は、出資金 9,000,000 千円を受け入れることにより、対

象事業支援事業を行った。
（ｇ） 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構は、出資金 8,700,000 千円を受け入れること

により、対象事業支援事業を行った。
（ｈ） 株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構は、出資金 25,000,000 千円を受け入れる

ことにより、対象事業支援事業を行った。
（「株式会社日本政策金融公庫｣、｢沖縄振興開発金融公庫｣及び｢株式会社国際協力銀行｣につ
いては、各機関の項参照）
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（ 2）　令和 2年度から令和 6年度までの各年度における投融資実績を示せば、次のとおりである。
（単位　千円）

投 融 資 先 2　年　度 3　年　度 4　年　度 5　年　度 6　年　度

（出　　 資　　　金）
株式会社日本政策金融公
庫 200,000

沖縄振興開発金融公庫 ―
株式会社国際協力銀行 80,000,000
独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構 ―
独立行政法人エネル
ギー・金属鉱物資源機構 ―
株式会社脱炭素化支援機
構 ―
株式会社日本政策投資銀
行 220,000,000

株式会社産業革新投資機
構 80,999,967

株式会社海外需要開拓支
援機構 15,000,000

株式会社海外交通・都市
開発事業支援機構 60,400,000

株式会社海外通信・放
送・郵便事業支援機構 26,300,000

独立行政法人石油天然ガ
ス・金属鉱物資源機構 32,100,000

計 514,999,967

―
321,000

60,000,000

167,635

―

―

80,000,000

―

16,000,000

6,900,000

1,350,000

24,200,000

188,938,635

―
―

85,000,000

―

22,700,000

10,200,000

50,000,000

―

9,000,000

58,000,000

21,030,000

―

255,930,000

3,000,000

100,000
103,000,000

―

62,300,000

7,850,000

90,000,000

―

8,000,000

51,200,000

2,120,000

―

327,570,000

―
100,000

121,000,000

50,000

46,200,000

7,000,000

95,000,000

90,499,939

9,000,000

8,700,000

25,000,000

―

402,549,939

（　　）

　　この利益は、法第 57条第 4項の規定により利益積立金に組み入れることとした。

（ 3）　特定国有財産整備勘定
　この勘定は、特定国有財産整備計画の実施による特定の国有財産の取得及び処分に関する経理を
行うものである。

（Ⅰ）　歳入歳出決算の概要

歳　　　　　入
国 有 財 産 売 払 収 入 1,057,527
雑 収 入 33,628
前 年 度 剰 余 金 受 入 36,096,531

計 37,187,687

（単位　千円）
歳　　　　　出

特 定 国 有 財 産 整 備 費 7,452,805
事 務 取 扱 費 151,179

計 7,603,985

翌年度の歳入に繰り入れる額 29,583,702

（ 3）　損　　　　　益
　　本年度における損益計算上の総利益は 398,555,322千円
　であって、総損失は 55,888,813千円
　であるので、差引き 342,666,509千円
　の利益を生じた。

（   ）250



（歳　　　入）
　　令和 6年度における歳入予算額は 51,926,765千円
　である。
　　この予算額に対し
　　収納済歳入額は 37,187,687千円
　であって、差引き 14,739,077千円
の減少となった｡これは｢国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法｣(昭 32法 115)第 5条に

少なかったこと等により、特定施設売払代が少なかったこと等のためである。
規定する特定国有財産整備計画の実施による特定の国有財産の処分において売払件数が予定より

　　本年度における収納済歳入額等を項別に示せば、次のとおりである。
（単位　千円）

項 歳入予算額 収納済歳入額 歳入予算額と収納
済歳入額との差　

歳入予算額に
対する収納済
歳入額の割合

（％）

国 有 財 産 売 払 収 入 11,250,703 1,057,527 10,193,175 9
雑 収 入 52,299 33,628 18,670 64
前 年 度 剰 余 金 受 入 40,623,763 36,096,531 4,527,231 88

計 51,926,765 37,187,687 14,739,077 71

（歳　　　出）
令和 6年度における歳出予算現額は 9,427,116千円

　であって、その内訳は
　　歳出予算額 8,267,084千円
　　前年度繰越額 1,160,032千円

（　　）

　である。
　　この予算現額に対し
　　支出済歳出額は 7,603,985千円
　　翌年度繰越額は 1,308,283千円
　　不用額は 514,847千円
であって、翌年度繰越額は、特定施設整備費において、計画に関する諸条件等により事業の実施
に不測の日数を要したため、年度内に支出を終わらなかったこと等によるものであり、不用額
は、事務取扱費において、処分財産の地下埋設物撤去に伴う損害賠償金の支払が予定を下回った
こと等により、賠償償還及払戻金を要することが少なかったこと等のため生じたものである。
　　本年度における支出済歳出額等を項別に示せば、次のとおりである。

（単位　千円）

項 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不　用　額
歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　 （％）

特定国有財産整備費 7,693,965 8,853,997 7,452,805  1,308,283 92,907 84
事　務　取　扱　費 573,119 573,119 151,179 421,939 26―

計 8,267,084 9,427,116 7,603,985  1,308,283 514,847 80

（Ⅱ）　経費の概要及び事業実績

本年度において特定施設の整備事業を実施したのは、気象庁虎ノ門庁舎ほか 4箇所である。

（   ）（   ） 251250



 財
　

政
　

融
　

資
　

資
　

金
　

勘
　

定
　

損
　

益
　

計
　

算
　

書

損
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
失
　

科
　
　
　
　
　
目

前
　
年
　
度

決
　
算
　
額

（
千
円
）

6
　
年
　
度

決
　
算
　
額

（
千
円
）

比
　
較
　
増

　
減
　
額

（
千
円
）

備
　
　
　
　
　
　
　
考

預
託
金
の
利
率
が
上
昇
し

た
こ
と
等
の
た
め

事
務
取
扱
費

5,
58

1,
48

5

諸
支

出
金

15
6,

16
6,

67
5

20
,8

74 ̶

15
6,

14
5,

80
1

公
債
金
利
子

45
4,

87
2,

31
6

公
債
等
発
行
諸
費

62
8,

81
5

公
債
発
行
差
金
償
却

16
,2

16
,1

16

合
　
　
　
　
　
計

63
3,

46
5,

40
9

7,
00

1,
35

9

16
8,

10
2,

23
6

20
,8

89

3,
19

2,
63

0

16
4,

88
8,

71
6

48
9,

99
6,

47
7

60
7,

45
6

21
,6

77
,1

44

1,
41

9,
87

3

11
,9

35
,5

61 15

3,
19

2,
63

0

8,
74

2,
91

4

35
,1

24
,1

60
32

,4
19

,4
54

39
,0

92
,3

66
6,

67
2,

91
1

   
 2

1,
35

8

5,
46

1,
02

8

68
7,

38
4,

67
4

53
,9

19
,2

65

⎧ ⎨ ⎩
公
債
金
の
利
率
が
上
昇
し

た
こ
と
等
の
た
め

⎧ ⎨ ⎩

貸
付
金
の
利
率
が
上
昇
し

た
こ
と
等
の
た
め

⎧ ⎨ ⎩

経
過
利
子
受
入
が
増
加
し

た
こ
と
等
の
た
め

⎧ ⎨ ⎩

利
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
益
　

科
　
　
　
　
　
目

前
　
年
　
度

決
　
算
　
額

（
千
円
）

6
　
年
　
度

決
　
算
　
額

（
千
円
）

比
較

増
減

額
（
千
円
）
備
　
　
　
　
　
　
　
考

合
　
　
　
　
　
計

運
用
手
数
料

有
価
証
券
売
却
損

預
託
金
利
子

運
用

収
入

59
8,

02
8,

74
7 ̶ ̶

3,
01

7,
20

6

本
年
度
損
失

雑
　
収
　
入

63
3,

46
5,

40
9

63
1,

16
0,

43
2

6,
64

9,
98

2

62
3,

83
1,

32
1

59
8,

02
8,

74
7

25
,8

02
,5

73

67
9,

12
8

17
,1

31
,8

75

33
,1

31
,6

84

6,
64

9,
98

2

67
9,

12
8

14
,1

14
,6

69

68
7,

38
4,

67
4

有
価
証
券
利
子

貸
付
金
利
子

有
価
証
券
売
却
益

53
,9

19
,2

65

（　　）（   ）252



借
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

方
　

科
　

　
　

　
　

目
前

年
度

末
決

　
算

　
額

（
千

円
）

6
年

度
末

決
　

算
　

額
（

千
円

）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
　

　
　

　
　

　
考

現
金

預
金

6,
70

1,
59

6,
84

5

有
価

証
券

12
6,

74
6,

95
9,

46
2

一
般

会
計

及
特

別
会

計
貸

付
金

14
,4

10
,3

58
,4

63

政
府

関
係

機
関

貸
付

金
24

,5
81

,1
72

,9
93

地
方

公
共

団
体

貸
付

金
40

,2
00

,7
37

,9
70

合
　

　
　

　
　

計
13

3,
91

0,
11

4,
58

2

1,
66

2,
22

1,
53

1

1,
19

9,
03

2,
70

0

12
3,

62
9,

55
4,

25
7

13
,0

49
,2

89
,4

20

23
,7

62
,8

46
,3

77

39
,1

87
,6

35
,4

21

5,
03

9,
37

5,
31

4

1,
19

9,
03

2,
70

0

3,
11

7,
40

5,
20

5

1,
36

1,
06

9,
04

3

45
0,

45
5

45
0,

45
5

̶

81
8,

32
6,

61
6

1,
01

3,
10

2,
54

9

特
別

法
人

貸
付

金
47

,5
54

,6
90

,0
35

47
,6

29
,7

83
,0

38
75

,0
93

,0
03

未
　

収
　

収
　

益
75

,1
10

,4
31

86
,7

45
,1

93
11

,6
34

,7
62

公
 債

 発
 行

 差
 金

35
4,

02
8,

38
8

44
8,

90
8,

63
4

94
,8

80
,2

45

購
 入

 証
 券

 経
 過

 利
 子

̶̶

11
8,

60
9

11
8,

60
9

本
　

年
　

度
　

損
　

失
32

,4
19

,4
54

39
,0

92
,3

66
6,

67
2,

91
1

12
7,

06
5,

67
3,

29
3

6,
84

4,
44

1,
28

9

貸
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

方

科
　

　
　

　
　

目
前

年
度

末
決

　
算

　
額

（
千

円
）

6
年

度
末

決
　

算
　

額
（

千
円

）

比
較

増
減

額
（

千
円

）
備

　
　

　
　

　
　

　
考

合
　

　
　

　
　

計

国
　

　
　

債

　
売

戻
条

件
付

利
　

付
国

債
　

預
　

　
託

　
　

金
37

,8
68

,2
66

,7
22

22
,6

40
,4

20
,4

00

1,
53

6,
85

3,
89

3

94
,5

98
,8

52
,1

50

補
償

金
返

還
金

11
2,

56
5,

03
5

12
0,

40
6,

78
7

7,
84

1,
75

2
未

　
払

　
費

　
用

4,
43

9,
47

7
4,

15
1,

96
5

28
7,

51
2

前
　

　
受

　
　

金

27
6,

12
2,

62
8

26
2,

76
0,

75
8

13
,3

61
,8

70
長

期
前

受
収

益

繰
　

越
　

利
　

益

1,
04

9,
41

8,
11

3
1,

01
6,

99
8,

65
8

32
,4

19
,4

54
金

 利
 変

 動
 準

 備
 金

公
　

　
　

　
　

　
債

13
3,

91
0,

11
4,

58
2

34
,2

54
,0

43
,1

17

21
,4

41
,1

72
,8

93

3,
94

7,
08

5,
22

3
4,

72
3,

90
7,

42
8

77
6,

82
2,

20
4

1,
38

7,
70

0,
00

0

91
,4

06
,8

61
,5

50

3,
61

4,
22

3,
60

4

1,
19

9,
24

7,
50

6

14
9,

15
3,

89
3

3,
19

1,
99

0,
60

0

12
7,

06
5,

67
3,

29
3

特
別

会
計

預
託

金

資
金

預
託

金

共
済

組
合

預
託

金

8,
96

7,
08

5,
00

0
7,

47
8,

08
5,

00
0

1,
48

9,
00

0,
00

0
そ

の
他

預
託

金

6,
84

4,
44

1,
28

9

（
注

）
1　

売
戻

条
件

付
利

付
国

債
に

つ
い

て
は

、
日

本
銀

行
か

ら
買

い
入

れ
て

い
る

も
の

で
あ

る
。

2　
法

第
65

条
第

1
項

の
規

定
に

よ
る

金
利

ス
ワ

ッ
プ

取
引

に
つ

い
て

は
、

6
年

度
は

実
施

せ
ず

、
6

年
度

末
に

お
け

る
当

該
金

額
の

残
高

は
な

い
。

貸
　

付
　

金

年
度

末
に

お
い

て
、

保
有

し
て

い
た

現
金

預
金

が
減

少
し

た
た

め
 

⎧ ｜｜｜ ⎩

独
立

行
政

法
人

中
小

企
業

基
盤

整
備

機
構

の
預

託
が

減
少

し
た

こ
と

等
の

た
め

公
債

償
還

実
績

額
が

公
債

発
行

実
績

額
を

上
回

っ
た

た
め

⎧ ｜ ⎨ ｜ ⎩ ⎧ ｜ ⎨ ｜ ⎩

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩交
付

税
及

び
譲

与
税

配
付

金
特

別
会

計
に

対
す

る
貸

付
け

が
減

少
し

た
こ

と
等

の
た

め

⎨ ⎨

財
　
政
　
融
　
資
　
資
　
金
　
勘
　
定
　
貸
　
借
　
対
　
照
　
表

（   ）（   ） 253252



投
　
　
資
　
　
勘
　
　
定
　
　
損
　
　
益
　
　
計
　
　
算
　
　
書

損
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

失

科
　

　
　

　
　

目
前

年
度

決
算

額
（

千
円

）

6
年

度
決

　
算

　
額

（
千

円
）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
　

考

事
務

取
扱

費
17

9,
43

0
53

0,
09

3
35

0,
66

3

本
年

度
利

益
38

2,
98

9,
71

3
34

2,
66

6,
50

9
40

,3
23

,2
04

利
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

益

科
　

　
　

　
　

目
前

年
度

決
算

額
（

千
円

）

6
年

度
決

　
算

　
額

（
千

円
）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
考

貸
付

金
利

息
68

2,
28

3
41

5,
56

6
26

6,
71

6

預
託

金
利

子
11

,8
94

32
7,

39
1

31
5,

49
7

納
付

金
14

0,
84

4,
76

8
62

,0
16

,2
05

78
,8

28
,5

62

株
式

会
社

日
本

政
策

金
融

公
庫

納
付

 
金

 
̶

34
,0

26
34

,0
26

独
立

行
政

法
人

鉄
道

建
設

・
運

輸
施

設
整

備
支

援
機

構
納

付
金

48
,5

79
59

,2
01

10
,6

22

独
立

行
政

法
人

都
市

再
生

機
構

納
付

金
̶

80
6,

89
0

80
6,

89
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

納
付

金
50

,0
00

,0
00

30
,0

00
,0

00
20

,0
00

,0
00

独
立

行
政

法
人

住
宅

金
融

支
援

機
構

納
付

金
 

11
,7

79
,1

15
̶

11
,7

79
,1

15

株
式

配
当

金
29

1,
63

0,
17

4
32

6,
96

2,
47

8
35

,3
32

,3
04

日
本

た
ば

こ
産

業
株

式
会

社
配

当
金

12
9,

33
3,

35
9

12
9,

33
3,

35
9

̶

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

配
当

金
14

2,
99

8,
85

6
15

1,
75

3,
88

8
8,

75
5,

03
2

株
式

会
社

日
本

政
策

投
資

銀
行

配
当

金
18

,2
81

,9
58

21
,3

79
,8

56
3,

09
7,

89
7

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

納
付

金
収

入
交

付
税

及
び

譲
与

税
配

付
金

特
別

会
計

へ
繰

入

50
,0

00
,0

00
30

,0
00

,0
00

20
,0

00
,0

00

｢地
方

交
付

税
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」

(令
6

法
5)

第
2

条
の

規
定

に
よ

る
改

正
前

の
法

附
則

第
10

条
第

3
項

の
規

定
に

よ
る

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

納
付

金
収

入
交

付
税

及
び

譲
与

税
配

付
金

特
別

会
計

へ
の

繰
入

が
減

少
し

た
た

め

⎧ ｜｜ ｜｜｜｜｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩⎨

株
式

会
社

国
際

協
 

力
銀

行
納

付
金

79
,0

17
,0

73
31

,1
16

,0
86

47
,9

00
,9

86
納

付
金

が
減

少
し

た
た

め
⎧ ⎩⎨

考

出
資

金
償

却
損

̶
25

,3
58

,7
19

25
,3

58
,7

19

国
立

研
究

開
発

法
人

医
薬

基
盤

・
健

康
・

栄
養

研
究

所
承

継
勘

定
の

廃
止

に
伴

い
、

出
資

金
償

却
損

が
生

じ
た

た
め

⎧ ｜ ｜ ｜｜ ｜ ⎩⎨

（   ）254



損
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

失

科
　

　
　

　
　

目
前

年
度

決
算

額
（

千
円

）

6
年

度
決

　
算

　
額

（
千

円
）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
　

考

利
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

益

科
　

　
　

　
　

目

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

前
年

度
決

算
額

（
千

円
）

6
年

度
決

　
算

　
額

（
千

円
）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
考

43
3,

16
9,

14
3

39
8,

55
5,

32
2

34
,6

13
,8

20
43

3,
16

9,
14

3
39

8,
55

5,
32

2
34

,6
13

,8
20

考

株
式

処
分

益
 

 ̶
8,

82
8,

44
0

8,
82

8,
44

0

雑
　

収
　

入
 

 2
3

5,
24

1
5,

21
7

株
式

会
社

商
工

組
 

合
中

央
金

庫
配

当
金

1,
01

6,
00

0
3,

04
8,

00
0

2,
03

2,
00

0

株
式

会
社

産
業

革
新

投
資

機
構

配
当

金
̶

21
,4

47
,3

74
21

,4
47

,3
74

配
当

金
が

生
じ

た
た

め
⎧ ⎩⎨

投
　
　
資
　
　
勘
　
　
定
　
　
損
　
　
益
　
　
計
　
　
算
　
　
書

損
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

失

科
　

　
　

　
　

目
前

年
度

決
算

額
（

千
円

）

6
年

度
決

　
算

　
額

（
千

円
）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
　

考

事
務

取
扱

費
17

9,
43

0
53

0,
09

3
35

0,
66

3

本
年

度
利

益
38

2,
98

9,
71

3
34

2,
66

6,
50

9
40

,3
23

,2
04

利
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

益

科
　

　
　

　
　

目
前

年
度

決
算

額
（

千
円

）

6
年

度
決

　
算

　
額

（
千

円
）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
考

貸
付

金
利

息
68

2,
28

3
41

5,
56

6
26

6,
71

6

預
託

金
利

子
11

,8
94

32
7,

39
1

31
5,

49
7

納
付

金
14

0,
84

4,
76

8
62

,0
16

,2
05

78
,8

28
,5

62

株
式

会
社

日
本

政
策

金
融

公
庫

納
付

 
金

 
̶

34
,0

26
34

,0
26

独
立

行
政

法
人

鉄
道

建
設

・
運

輸
施

設
整

備
支

援
機

構
納

付
金

48
,5

79
59

,2
01

10
,6

22

独
立

行
政

法
人

都
市

再
生

機
構

納
付

金
̶

80
6,

89
0

80
6,

89
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

納
付

金
50

,0
00

,0
00

30
,0

00
,0

00
20

,0
00

,0
00

独
立

行
政

法
人

住
宅

金
融

支
援

機
構

納
付

金
 

11
,7

79
,1

15
̶

11
,7

79
,1

15

株
式

配
当

金
29

1,
63

0,
17

4
32

6,
96

2,
47

8
35

,3
32

,3
04

日
本

た
ば

こ
産

業
株

式
会

社
配

当
金

12
9,

33
3,

35
9

12
9,

33
3,

35
9

̶

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

配
当

金
14

2,
99

8,
85

6
15

1,
75

3,
88

8
8,

75
5,

03
2

株
式

会
社

日
本

政
策

投
資

銀
行

配
当

金
18

,2
81

,9
58

21
,3

79
,8

56
3,

09
7,

89
7

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

納
付

金
収

入
交

付
税

及
び

譲
与

税
配

付
金

特
別

会
計

へ
繰

入

50
,0

00
,0

00
30

,0
00

,0
00

20
,0

00
,0

00

｢地
方

交
付

税
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」

(令
6

法
5)

第
2

条
の

規
定

に
よ

る
改

正
前

の
法

附
則

第
10

条
第

3
項

の
規

定
に

よ
る

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

納
付

金
収

入
交

付
税

及
び

譲
与

税
配

付
金

特
別

会
計

へ
の

繰
入

が
減

少
し

た
た

め

⎧ ｜｜ ｜｜｜｜｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩⎨

株
式

会
社

国
際

協
 

力
銀

行
納

付
金

79
,0

17
,0

73
31

,1
16

,0
86

47
,9

00
,9

86
納

付
金

が
減

少
し

た
た

め
⎧ ⎩⎨

考

出
資

金
償

却
損

̶
25

,3
58

,7
19

25
,3

58
,7

19

国
立

研
究

開
発

法
人

医
薬

基
盤

・
健

康
・

栄
養

研
究

所
承

継
勘

定
の

廃
止

に
伴

い
、

出
資

金
償

却
損

が
生

じ
た

た
め

⎧ ｜ ｜ ｜｜ ｜ ⎩⎨

（   ）（   ） 255254



 
投

　
　

資
　

　
勘

　
　

定
　

　
貸

　
　

借
　

　
対

　
　

照
　

　
表

  

借
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

方

科
　

　
　

　
　

目
前

年
度

末
決

算
額

（
千

円
）

6
年

度
末

決
　

算
　

額
（

千
円

）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
　

考

現
金

預
金

33
3,

63
9,

43
7

40
4,

95
2,

48
9

71
,3

13
,0

51

貸
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

方

科
　

　
　

　
　

目

合
　

　
　

　
　

計
合

　
　

　
　

　
計

前
年

度
末

決
算

額
（

千
円

）

6
年

度
末

決
　

算
　

額
（

千
円

）

比
　

較
　

増
　

減
　

額
（

千
円

）
備

　
考

未
収

収
益

18
7

72
,7

69
72

,5
82

貸
付

金
43

,0
77

,0
40

20
,6

19
,6

00
22

,4
57

,4
40

土
地

等
25

,0
49

24
,9

91
57

資
　

　
　

本
 

 
3,

32
1,

18
7,

71
7

3,
32

1,
18

7,
71

7
̶

本
年

度
利

益
 

 
38

2,
98

9,
71

3
34

2,
66

6,
50

9
40

,3
23

,2
04

18
,4

75
,9

74
,5

61
17

,9
76

,5
27

,1
41

49
9,

44
7,

42
0

18
,4

75
,9

74
,5

61
17

,9
76

,5
27

,1
41

49
9,

44
7,

42
0

出
資

金
18

,0
99

,2
32

,8
47

17
,5

50
,8

57
,2

91
54

8,
37

5,
55

5
国

有
財

産
の

価
格

改
定

等
に

伴
い

出
資

金
が

減
少

し
　

た
た

め

⎧ ｜｜ ⎩⎨

固
定

資
産

評
価

差
益

 
 

10
,9

46
,9

10
,1

74
10

,1
35

,3
32

,0
96

81
1,

57
8,

07
7

国
有

財
産

の
価

格
改

定
に

伴
い

固
定

資
産

評
価

差
益

が
減

少
し

た
た

め
　

　
　

⎧ ｜｜ ⎩⎨

考

年
度

末
に

お
い

て
、

保
有

し
て

い
た

現
金

預
金

が
増

加
し

た
た

め

⎧ ｜｜ ⎩⎨

（
注

）
法

第
57

条
第

5
項

の
規

定
に

よ
る

一
般

会
計

へ
の

6
年

度
繰

入
額

30
,5

35
,8

52
千

円
は

、
全

額
利

益
積

立
金

を
減

額
し

て
整

理
し

た
。

利
益

積
立

金
 

 
3,

82
4,

88
6,

95
6

4,
17

7,
34

0,
81

7
35

2,
45

3,
86

1
前

年
度

に
利

益
が

生
じ

た
た

め
⎧ ⎩⎨

（　　）
（   ）256




